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『居宅介護支援事業（介護予防支援）』 
重要事項説明書 

 

 あなた（またはあなたの家族）が利用しようと考えている居宅介護支援業務について､

契約を締結する前に知っておいていただきたい内容を説明いたします｡ 

 なお、分からないこと､分かりにくいことがあれば､遠慮なく質問をして下さい。 

                                                                       
１ 居宅介護（介護予防）支援を提供する事業者について 

 

 事 業 者 名 称                しあわせ荘居宅介護支援事業所 

 代 表 者 氏 名                理事長 大  西   康  徳 

 法 人 所 在 地                兵庫県多可郡多可町中区鍛冶屋７６３番地３ 

 連 絡 先                TEL 0795-32-3330 ・  FAX 0795-32-1675 

 

２ ご利用者への居宅介護（介護予防）支援提供を担当する事業所について 

  (1)事業所の所在地等            
 

 事 業 所 名 称               しあわせ荘居宅介護支援事業所 

 介 護 保 険 指 定 番 号  多福第４４７３号 

 事 業 所 所 在 地               兵庫県多可郡多可町中区鍛冶屋７６３番地３ 

 連 絡 先               TEL0795-32-3330 ・ FAX 0795-32-1675 
 相 談 担 当 者 名                介護支援専門員  足立敏彦・和田沙千代・高濱文 

通常の事業の実施地域 多可町 

 

  (2)事業の目的および運営方針 

  ア 事業の目的 

   要支援・要介護と認定された利用者からの依頼を受けて、利用者の状況や環境、利

用者及び利用者の家族の希望等を勘案して、居宅サービス計画を作成します｡また、そ

の計画に基づき、各サービスの提供が確保されるよう各事業者等との連絡調整その他

の便宜を図ります。 

 

  イ  運営方針 

  １．利用者が要支援・要介護状態等となられた場合でも、可能な限り居宅においてそ

の有する能力に応じて、自立した生活ができるように配慮して、身体介護その他生

活全般にわたる援助を行ないます｡ 
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   ２．利用者の心身の状況や環境に応じて、適切な保健医療サービスおよび福祉サービ   

スが、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行ないます。サービス事業所は、   

利用者に選択していただきます。 

   ３．利用者の意志および人格を尊重し、提供される居宅サービス等が特定の居宅サー   

ビス事業者に不当に偏することのないよう、公正中立に行います。 

    ４．事業の実施に当たっては、多可郡多可町、在宅介護支援センター、居宅サービス

提供事業者、介護保険施設等との連携をはかり総合的なサービスの提供に努めます。 

  ５．上記のほか、「指定居宅介護支援等の人員及び運営に関する基準」（厚生省令第

38 号平成 11 年 3 月 31 日）第 13 条の具体的な取り扱い方針を遵守します。 

 

  (3)事業所窓口の営業日および営業時間 

 

 

営 業 日       

   月曜日～金曜日 

(ただし国民の休日及び12月29日から1月3日までの日は除きます。) 

営 業 時 間          午前９時から午後６時まで 

 

  (4)事業所の職員体制 

                                                                     

事業所の管理者    管 理 者   足立 敏彦 

 

職      種 職 務 内 容                   人員数 

 

 

介護支援専門員         

  

       

 あなた、またはあなたのご家族からの相談内容や心

身の状況、置かれている環境等に応じて、居宅サービ

ス又は施設サービスを適切に利用できるよう、指定居

宅サービス事業者、介護保険施設等との連絡調整を行

います。 

 

 

３ 名 

 

３ 居宅介護（介護予防）支援の内容、利用料 

 （１）居宅介護支援の内容                                                         
   ①介護予防支援計画、居宅サービス計画の作成                                 

   ②介護予防支援サービス事業者、居宅サービス事業者との連絡調整 

   ③サービス実施状況把握評価 

   ④利用者状況の把握 

   ⑤給付管理                               
   ⑥要介護（要支援）認定申請に対する協力、援助 
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   ※上記の内容は、居宅介護支援の一連業務として介護保険の対象となります。  
     
 （２）１ヶ月あたり介護保険からの給付（利用料金） 

居宅介護予防支援費 要支援１．２  ４，３８０ 円    

居宅介護支援費 要介護 １・２  １０，８６０円  要介護 ３・４・５   １４，１１０円 

 

加算料金 ※要支援は初回加算のみ。他は要介護のみ。  

初回加算                           ３，０００円  

新規に居宅サービス計画書を作成した場合及び要介護度状態区分が２段階以上変更さ

れた場合。 

入院時情報連携加算（Ⅰ）              １月につき  ２，５００円 

入院した日のうちに医療機関へ情報を提供した場合。 

入院時情報連携加算（Ⅱ）                            １月につき  ２，０００円 

入院した日の翌日又は翌々日に医療機関へ情報を提供した場合。 

退院・退所加算     

医療機関や介護保険施設等を退院・退所し、居宅サービス等を利用する場合において、

退院・退所にあたって、医療機関等の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報を

得た上でケアプランを作成し、居宅サービス等の利用に関する調整を行った場合。 
 カンファレンス参加 無 カンファレンス参加 有 

連携 １回    ４，５００円    ６，０００円 
   連携 ２回    ６，０００円    ７，５００円 
   連携 ３回      ×    ９，０００円 

 （ただし、「連携３回」を算定できるのは、そのうち１回以上について、入院中の担当  

 医等との会議に参加して、退院・退所後の在宅での療養上必要な説明を行った上でケア

プランを作成し、居宅サービス等の利用に関する調整を行った場合に限る。） 
 ターミナルケアマネジメント加算           １月につき  ４，０００円 

 ２４時間連絡が取れる体制を確保し、かつ、必要に応じて、指定居宅介護支援を行うこ

とが出来る体制を整備。 
 利用者又はその家族の同意を得た上で、死亡日及び死亡日前１４日以内に２日以上在宅

を訪問し、主治の医師等の助言を得つつ、利用者の状態やサービス変更の必要性等の把

握、利用者への支援を実施。 
 訪問により把握した利用者の心身の状況等の情報を記録し、主治の医師等及びケアプラ

ンに位置づけた居宅サービス事業者へ提供。 

緊急時等居宅カンファレンス加算  （１月に２回まで） １回につき ２、０００円 

利用者の状態の急変に伴い、保健医療機関・医療機関の保険医の求めにより、利用者宅
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でのカンファレンスに参加し、必要に応じて居宅サービス・地域密着型サービスの調整

を行った場合。 

通院時情報連携加算（１月に１回まで）                ５００円 

診察の場に同行し、利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行い、医師等

から利用者に関する必要な情報提供を受けたうえで、居宅サービス計画に記録した場

合。 

   ６２２ ※上記の料金については介護保険から全額給付されます。ただし、保険料の

滞納等により、保険給付が直接事業者に支払われない場合、１ヶ月毎に上記の基本料

金及び加算料金をいただき、当事業所からサービス提供証明書を発行します。このサ

ービス提供証明書を、市町村役場（保険者）の窓口に提供されると、全額払い戻しを

受けられます。 

      
４ その他の費用について 

 

   交 通 費  利用者の居宅が､通常の事業の実施地域以外の場合､交通費に実費 

 を請求いたします。 

 

５ 利用者の居宅への訪問頻度の目安 

 

  介護支援専門員が利用者の状況把握のため､利用者の居宅に訪問する頻度の目安 

  利用者の要介護認定有効期間中、月に１回以上 

  ※  ここに記載する訪問頻度の目安以外にも､利用者からの依頼や居宅介護支援   

業務の遂行に不可欠と認められる場合で利用者の承諾を得た場合には､介護支援専   

門員は、利用者の居宅を訪問することがあります。 

 

６ 利用料､その他の費用の請求および支払い方法について 

① 利用料､その他の費用の請求 

   ア 利用料､その他の費用は利用者負担のある支援業務提供ごとに計算し､利用のあ    
った月の合計金額により請求いたします。 

   イ 請求書は､利用明細を添えて利用のあった月の翌月２０日までに利用者あてお届    
けします。ただし､請求額のない月はお届けしません。 

② 利用料､その他の費用の支払い 

    ア 利用者負担のある支援業務提供の都度お渡しする利用者控えと内容を照合のう

え請求月の２５日までに､下記のいずれかの方法によりお支払いください。 

     （ア）事業者指定窓口への振込 
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     （イ）利用者指定口座からの自動振替 

     （ウ）窓口での現金支払い 

  イ お支払いを確認しましたら､領収書をお渡しますので、保管をお願いします。 

  ウ 利用料､その他の費用の支払いについて､支払期日から３月以上遅延し､さらに支   

払いの督促から１ヶ月以内にお支払いがない場合には､契約を解約した上で､未払い   

分をお支払いいただくことになります。 

 
７ 秘密の保持と個人情報の保護について 

① 利用者及びその家族に関する秘密保持について 

     事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は､サービス提供をす

る上で知り得た利用者及びその家族に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らし

ません。この秘密を保持する義務は､契約が終了した後も継続します。 

② 個人情報の保護について    
     事業者は､利用者から予め文書で同意を得ない限り､サービス担当者会議等におい

て､利用者の個人情報を用いません。また､利用者の家族の個人情報についても、予め

文書で同意を得ない限り､サービス担当者会議等において､利用者の家族の個人情報を

用いません。 

    事業者は､利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物については､善

良な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止するもの   
とします。 

 
８ 介護支援業務に関する相談、苦情について 

 １）当事業所における苦情の受付 

   当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

 

    ○苦情受付窓口（担当者） 

     [職 名] 施 設 長  大 西 陽 子 

    ○受付時間  ９：００～１８：００ 

           （月曜日から金曜日） 

    ○電話番号  ０７９５－３２－３３３０ 

 

 ２）行政機関その他苦情受付機関 

 

多可町役場福祉課 

   介護保険担当 

所在地  多可郡多可町中区中村町１２３番地 

電話番号 0795-32-5120 
FAX番号       0795-30-2526  
受付時間       午前8時30分から午後5時まで 

     （月曜日から金曜日） 



 

 - 6 -

 

兵庫県福祉サービス 
運営適正化委員会 

 所在地 神戸市中央区坂口通2-1-1 兵庫県福祉センター内 

電話番号  078-242-6868 
 FAX番号       078-271-1709 
受付時間       午前10時から午後4 時まで 

     （月曜日から金曜日） 

 

９ サービス提供における事業者の義務 

  ① 利用者に提供したサービスについて記録を作成し、５年間保管します。その記録は

ご利用者の請求に応じて閲覧、複写物の交付をします。 

  ただし、被写費用については、実費相当分のコピー代をいただきます。 

② 事業者及び従事者は、サービスを提供するにあたって知り得た利用者に関する事を

正当な理由なく、第三者に漏洩しません（守秘義務）。 

 ただし、ご契約者に医療上の必要がある場合には、医療機関等に利用者の心身等の情

報を提供します。 

 
１０ 介護サービス事業者の紹介について 
 当事業所は、ご利用者様の選択に基づいた適切な居宅介護サービス等を、多様な事業者

から、総合的効果的に提供されるよう支援し、不当に偏ることがないよう配慮しています。 
 介護サービス事業者を選定するときは、複数のサービス事業所の紹介を求めることや、

選定理由の説明を求めることができますので遠慮なくご相談ください。 
     ※サービス利用割合については別紙参照 
 
１１ 入院時に関することについて 
 入院する必要が生じた場合には担当ケアマネの氏名及び連絡先を病院に伝えていただく

ようお願いします。 
 退院後も安心して生活できるよう、担当ケアマネが病院に介護サービスの情報を連絡さ

せていただきますので、お手数ですが担当ケアマネにも入院先をお知らせください。 
 

１２ カスタマーハラスメントの防止 

ご契約者・そのご家族又はその関係者との信頼関係を築き、介護サービスの質を高め

るため、カスタマーハラスメントの防止に努めます。 

外部講師による職員研修、ハラスメント事案・対応・その経過を共有、ノウハウの蓄

積、弁護士への相談体制構築等を行います。 

カスタマーハラスメントが発生し、充分な介護サービスの提供が困難と判断した場合、

サービスの停止・契約の解除となることがあります。 
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※詳しくは HP にリンクを掲載しています。 

   また、カスタマーハラスメントへの対応のＱＲコードを下記に貼り付けしています。 

    

 
１３ 緊急時の対応 
 サービスの提供時に利用者の病状が急変した場合、その他必要な場合は、速やかに主治 医
や協力医療機関への連絡等必要な措置を講じます。 
 
１４ 非常災害対策 

 当事業者は、非常災害その他緊急の事態に備え、業務継続計画を作成し研修及び訓練を

行います。又、常に関係機関と連絡を密にし、非常災害に必要な措置を講じます。 
 

１５ 事故発生時の対応 
 サービス提供により事故が発生した場合には、ご家族、市区町村、関係医療機関等への 連

絡を行うなど必要な措置を講じ、事故の状況や事故に際してとった処置について記録し、 
賠償すべき事故の場合には、損害賠償を速やかに行います。 

 
１６ 守秘義務に関する対策 
 当事業者及び職員は、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保守します。 また、

退職後においてもこれらの秘密を保守するべき旨を、従業員との雇用契約の内容としてい

ます。 
１７ 身体拘束の適正化 

原則として、利用者の自由を制限するような身体拘束は行ません。ただし、緊急やむ を
得ない理由により拘束せざるを得ない場合には事前に利用者及びその家族へ十分な説明 
をし、同意を得るとともに、その対応及び時間、その際の利用者の心身状況並びに緊急や む
を得ない理由について記録します。 

 
１８ 高齢者虐待防止に関する対策 
 人権の擁護・虐待の発生、その再発を防止するために高齢者虐待防止委員会を設置し、 そ

の結果について従業者へ周知します。他、指針の整備、研修を実施いたします。成年後見

制度の利用支援も行います。虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、

これを市町村に通報します。 
 



 

 - 8 -

１９ 感染症の予防及び蔓延防止のための対策 
事業所内の衛生管理、感染症の予防に努めます。感染症の発生、その再発を防止するた 

めに感染症委員会を設置し、その結果について従業者に周知します。専任の担当者を置き、 
指針の整備、業務継続計画を策定、定期的な見直し、研修・訓練を行います。 
 
２０ 重要事項説明の年月日 

 上記内容について、｢指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準｣(平成 11 
年厚生省令第 38 号)第４条の規定に基づき、利用者に説明を行いました｡ 

事 

 

業 

 

者 

所 在 地          〒６７９－１１１１       

  兵庫県多可郡多可町中区鍛冶屋763番地の3 
法 人 名          社会福祉法人きたはりま福祉会 

事 業 所 名          しあわせ荘居宅介護支援事業所                     

管  理  者  主任介護支援専門員     足立  敏彦     
説  明  者  介護支援専門員                             

上記内容の説明を事業者から確かに受けました｡ 

   令和  年  月  日 

 

説明場所：□しあわせ荘居宅介護支援事業所 □自宅 □（         ） 

説明時間：   時   分～   時   分まで 

 

     利 用 者 

        住 所                            

 

        氏 名                                               

         （契約者との続柄         ） 

 

     署名代行者 

        住 所                            

 

        氏 名                                               

         （契約者との続柄         ） 

 

     身元引受人 

        住 所                            

 

        氏 名                           

         （契約者との続柄          


